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　早稲田大学は、2019 年 12 月、Cambridge　University 
Press 社（以下、CUP）と Read & Publish モデル（以下、
R&P）での 3 年間の電子ジャーナル契約を締結した。こ
れにより、従来の閲覧サービスだけでなく、本学所属の利
用者へ向けてオープンアクセス（以下、OA）論文 i）出版
の機会を広く提供することが可能となった。
　本稿では、R&P 契約の背景と意義を踏まえた上で、本
学が当該契約を締結するに至った経緯と今後の展望を報告
したい。
1．国内外における OA の台頭と R&P
　2000 年代初頭より見られた学術論文の OA 化 ii）の動き
は、海外の学術雑誌を中心とする世界的な価格上昇問題の
打開策として再評価されたことで、近年急速に整備が進ん
できた。図書館における電子ジャーナル契約に関しても例
外ではなく、OA を前提とした契約形態が模索されてきて
おり、今回取り上げる R&P は OA 移行モデル iii）の一つに
位置付けられる。R&P では、図書館から出版社への支払
いを「購読」のみならず「OA 出版」の費用と位置付ける
ことで、各論文著者の費用負担無しに OA 出版が可能とな
り、より一層の OA 化を推進すると期待される。
　CUP による R&P 契約は、大学図書館コンソーシアム
連合 JUSTICE（以下、JUSTICE）iv）にて正式に合意され
た OA モデルとしては国内初の事例であり、2020 年にお
ける国内導入機関数は本学を含めて 13 機関、うち私立大
学は 7 機関であった。契約機関が従来の購読料に加え OA
出版費用（Article Processing Charge：以下、APC）を
一括で支払うことで、論文数の上限なく、機関所属著者の
APC 負担が免除される。年間の論文投稿実績、特に OA
論文投稿数の多い機関ほど、この契約の恩恵を享受するこ
とができる構造となっている。OA 出版数の制限がない点
で、OA 化推進に関する一定の社会的な責務を果たしてい
るものと評価することもできるだろう。
2．本学における電子ジャーナル契約環境の変化
　本学では現在、電子ジャーナルの包括的な購読契約（い
わゆるビッグディール契約）について、CUP をはじめと
する大手学術出版社７社と契約を結んでいる。当該契約形
態では、各出版社の刊行するほぼすべての電子ジャーナル
を個別に契約するよりもはるかに安価に入手することがで
きるため、コストパフォーマンスには優れているものの、
各ジャーナルの価格上昇に伴う支払総額の高騰が財政課題
の一つとなっている。
　この長年の課題を解決するため、当館は 2018 年より専
門委員会を設置し、検討を重ねた結果、「現行の電子ジャー
ナル契約により提供される学術雑誌は、他媒体の資料とと
もに本学の学術情報基盤として必要不可欠であり、図書館
サービス全体の質を維持するためにも、図書館の枠を超え
た全学的な予算構築を考える必要がある」という方針を固
めるに至った。
　また委員会の設立と時を同じくして、JUSTICE が
「JUSTICE における OA2020 ロードマップ」を公開する
など日本国内においても OA 推進の動きが見られた。研究
力発信の観点からも、世界的な OA 化の動きに本学は追随
すべきであるという意識を関係教員と共有できたことは、
当該委員会の大きな成果であった。
　以上の経緯を踏まえ、当館では 2019 年 6 月頃より学内
関係部署との折衝を重ね、電子ジャーナル契約を全学的な
問題に据えるための素地を作ってきた。そして、ここへ来
て今回の R&P 契約の話が舞い込んできたのであるから、
それまでの検討実績が契約締結の一助となったことは言う
までもないだろう。
3．R&P 契約の締結
　2019 年 8 月末に公開された JUSTICE による CUP の
R&P 契約提案を確認後、9 月中旬にも、2020 年 1 月から
契約モデルを変更することについて館内の方針を固めるこ
とができた。検討にあたっては、CUP 指定代理店へ詳細
な説明を求めたことはもちろん、本学所属者による過去数
年の論文採録実績や、APC の支払実績、CUP ジャーナル
の APC 価格相場に関するデータを入手し、R&P を導入す
ることによる利益試算を入念に行った。
　10 月には、前項で述べた「全学的な予算構築」の足掛
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かりとすべく、本学研究推進部（以下、研推）へのコンタ
クトを開始した。この話し合いにより、本学の研究ならび
に資金面における今回の R&P 契約の有用性について、研
推から一定の理解を得ることができた。CUP から提案さ
れた R&P 契約金額が従来の購読契約額と比べてそれほど
高くなかったことも相まって、研推との共同出資が実現す
ることとなった。この実績は、今後の連携において大きな
布石となるだろう。
　また、R&P 契約の Publish、つまり出版にあたる部分
については、図書館職員の従来の知識・業務経験では追え
ない面も多く、論文投稿に関する補助制度を運用する部署
からのノウハウの教授を期待する面もあった。結果として、
この間の交流は図書館のみならず、研推にとっても良い刺
激となったと感じている。規模の大きな大学であればある
ほど、Read を支えている図書館と、Publish を支えてい
る研究部門の役割は分断されていることが多く、互いの現
場を知る機会を日常的に得ることは難しいだろう。本学も
例に漏れず、図書館側としては本学における論文投稿の傾
向や、研究費獲得の実情、論文が出版されるまでの事務的
なコストなど、従来業務の範囲では確りと把握できていな
かった研究支援の側面を知ることができた。一方で、電子
ジャーナル契約の実態や学内ニーズ、世界的な OA 化の動
きなどは、学内でも十分に共有されているとは言えない実
情があることも把握でき、部署間交流の中で我々の得た知
見は多い。
　その後、11 月からは大学本部と幾度もやり取りを重ね
合意を形成し、最終的に 12 月 20 日の理事会にて、正式
に R&P 契約が承認される運びとなった。
　CUP より実際の運用手順が開示され始めたのは既に 12
月も中頃のことであったが、出版社としても国内で初めて
取り扱う契約モデルということで運用方法の確定や各契約
機関との調整に時間を要しているようであった。また、当
初開示された運用手順は海外の大学を想定していると思わ
れる箇所も多く、そのまま本学へ適用することは難しかっ
たため、仕様変更の要望や情報開示など交渉を重ねる必要
があった。CUP 側の手順が固まったところで研推との実
務調整を行い、実際に利用者へ R&P 契約の広報を開始し
たのは、2 月末頃となってしまった。CUP との折衝を行い、
1 月、2 月の OA 出版については遡及対応が実現したもの
の、今後の OA モデル導入に際しては今回の反省を生かし
ていきたい。
4．今後の展望
　図書館業務に電子資料の管理が加わって久しいが、ここ
へきて「出版」に対する視座を新たに養う必要が生じてき
た。当館は今後益々増えてくるであろうOAモデルに備え、
図書館職員における専門的知識の研鑽や人材育成に力を入
れるとともに、大学図書館として、OA 等の研究成果公表
の機会をこれからも積極的に支援していくべきであろう。
　OA 化の時代にあって、大学における学術情報の整備は
最早図書館内で完結するものではなく、先述の図書館と研
推のように、学内で分断されていた業務知識やリソース
を再度体系化することは多大な労力と時間を伴う作業で
あると感じている。しかし翻って見れば、大学図書館は
今、全学的な理解とサポートを得られる時機を迎えている
と考えることもできるのではないだろうか。「世界に輝く
WASEDA」という全学的な使命のもとに、当館は引き続
き学内連携を図り、より充実した電子資料の活用を推し進
めていきたい。
　***
　最後になりますが、本案件を主導してくださいました、
前図書館長の深澤良彰先生、前副館長の鎮目雅人先生、専
門委員会の委員の先生方、関係箇所の皆様にこの場を借り
て改めて御礼を申し上げます。
【参考文献】
尾城孝一（2019）．「転換契約」と JUSTICE の「転換」．情報の
科学と技術．69, 8, 387-389．
笹渕洋子（2020）．電子ジャーナル購読とオープンアクセスに関
わる国内外の動向．ふみくら．No. 97, 2-3．
図書連携協議会の動き（4）ビッグディール契約のあり方に関す
る検討委員会．早稲田大学図書館年報 2019 年度．19-22．
【注】
i）  電子ジャーナルの購読有無に関わらず、誰もが無料で利用でき
るようオンラインで一般公開されている論文のこと。
ii）  日本国内でも、機関リポジトリに代表されるグリーン OA の整
備が進み、早稲田大学図書館においても 2005 年より機関リポ
ジトリの運用を開始した。
iii）  理念的には、OA 化が一定程度進むと、出版社による研究成果
の独占、即ち「購読」の果たす役割が相対的に小さくなるため、
購読費用の価格上昇は抑制され、各研究教育機関は将来的に適
正な価格競争の働いた出版費用を負担することになる。R&P
は、前述の「購読モデル」から「OA 出版モデル」への転換を
実現するため、一時的に「購読」と「出版」が両立する局面、
つまり“移行”段階にあるモデルと位置付けることができる。
iv）  国内大学における電子ジャーナルを中心とする学術情報の安定
的・継続的な提供を目的に活動するコンソーシアム。https://
www.nii.ac.jp/content/justice/
